
• 「犯罪認知件数は、震災のあった1995年には前年に比べ
15％減ったが、1997年には震災前の水準に戻った」(2005
年1月14日・神戸新聞)

• 「窃盗事件」と「悪質商法」

• 窃盗事件
– 空き巣(避難等で留守の家)

– 車上狙い(自宅駐車場や路上駐車中の車)

– 置引き(避難所や復旧現場等)

• 悪質商法
– レンタル簡易トイレの執拗な勧誘

– 家屋・屋根の簡単な修繕による高額請求

– 一方的な見積もりによる仮設住宅の売込み勧誘

防犯の強化（１）

防犯協力防犯協力防犯協力防犯協力のののの家家家家（（（（通学路通学路通学路通学路をををを中心中心中心中心にににに設設設設

置置置置）（）（）（）（北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区））））



1. お金や貴重品は必ず身につける(銀行の貸金庫も便利)

2. 家・車には必ず鍵をかけ空き家・長期の放置車両であること
を見破られない

3. 知らない人からの電話には安易に答えない(個人情報など
を漏らさない)

4. 契約はひとりではしない（点検・修理を装う悪徳業者に気を
つける）

5. 被害に遭ったら必ず警察に届ける（カードや証書等が別の
犯罪に使われるのを防止する）

防犯の強化（２）

歳末特別警戒歳末特別警戒歳末特別警戒歳末特別警戒 (24日日日日からからからから1週間週間週間週間)

青色青色青色青色パトカーパトカーパトカーパトカー2台台台台とととと徒歩徒歩徒歩徒歩でででで、、、、中核中核中核中核はははは警警警警

察幹部察幹部察幹部察幹部OB（（（（北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区北海道札幌市澄川地区））））

新潟県中越地震時の新潟県警ホームページより



本日の内容

１ 災害からいのちを守るための基礎知識

（水害からの避難と関連死）

２ 中山間地域の災害対応課題

（ライフラインの途絶がもたらす影響）

３ 中山間地域での危機管理

（自助・共助・公助のバランスによる地域強化）



自助

共助 公助

防災の担い手は誰か？

地域

自分・家族

行政

公共機関

公益事業体



• 立川地区は、明治32年、昭和51

年、平成11年に土砂災害を経験

• 自主防災組織では、自治会と連携

して連絡体制・警戒避難対策のマ

ニュアル化、避難訓練を実施。民

生委員と連携して高齢者の早期避

難体制の確立

• 平成16年台風21号(9月29日)、避

難勧告発令までに、既に自主防災

組織による避難準備を呼びかけ、

避難誘導や搬送の役割分担によ

り避難終了。全半壊5棟にもかか

わらず人的被害なし

自主防災組織が機能することで避難 愛媛県新居浜市立川地区

避難後に発生した山腹崩壊と土石流

14:48 積算雨量200mm。自治会長と防災担当が気象

庁の雨量予測をもとに避難協議（携帯電話）。役員、会

員が避難準備伝達。消防署員・団員が自治会館集合。

たつかわ



• 東立島地区は、丘陵の北東側の

海岸沿い、中央に東立島川

• 地域内に土砂災害危険箇所あり

自治会長等の判断により避難 新潟県佐渡市東立島地区

ひがしたつしま



• 平成9年7月7日から降り始めた梅

雨前線豪雨で、12日未明に布施

川上流域で大規模な崩壊、流木を

伴う土石流として流下。全壊3棟

• 5:30地元自治会長が川を石が流

れる音に目覚め、川を見て流水の

異常に気づき、周辺4世帯に避難

呼びかけ。6:00土石流発生。6:30

災害対策本部設置（旧平田市）、

8:30布施上地区に避難勧告発令

• 年長者より「自分の身は自分で守

る」「川の石が音を立てて流れると

きは気をつけろ」と伝承

地域独特の災害伝承で守る 島根県出雲市奥宇賀町布勢上地区

おく う がちょう ふ せ かみ

被災状況



朝日新聞

2004年11月6日 夕刊 9面



中日新聞 2004年11月8日 夕刊 2面



読売新聞

2004年10月26日 朝刊 21面



行方不明者行方不明者行方不明者行方不明者ゼロゼロゼロゼロ「「「「高齢者高齢者高齢者高齢者マップマップマップマップ」」」」威力威力威力威力 能登地震能登地震能登地震能登地震のののの輪島輪島輪島輪島・・・・門前町門前町門前町門前町

４時間後には全員の所在を確認

能登半島地震で震度６強を記録した石川県輪島市門前町は全壊４４棟、半壊９６棟と最大の被害に見舞われたが、倒壊家屋による死

者はなく、行方不明者もゼロだった。高齢化率約４７％の町が地震発生から数時間ですべての高齢者の状況を把握し、重傷４人、軽傷１

１人と人的被害を最小限に食い止められた理由は、町独自の「高齢者マップ」の存在にあった。本格的な高齢化社会への突入を控え、災

害対策の大きなヒントになりそうだ。

門前町がマップを作製した契機は、平成７年の阪神大震災で相次いだ高齢者の孤独死だった。石川県は同年、全市町村に各地区ごと

の「高齢者等要援護者マップ」の作製を通達。県の要請は「１人暮らし」「夫婦のみ」など家族構成を○や△などの記号で分けるというもの

だったが、当時、旧門前町（合併後、輪島市）健康福祉課長だった佐藤千賀子さん（５９）が「一目でわかるように」と地図上の各戸を生活

状況に応じて色分けすることにした。

「寝たきりの高齢者」「１人暮らしの高齢者」「高齢者夫婦」などをそれぞれピンク、黄、緑で塗り分けている。

町は約７８００人のうち６５歳以上の高齢者が約３７００人で、高齢化率は約４７％。全国平均を大きく上回る。このため、町内の民生委

員が毎年末に調査、更新してマップの精度を上げている。町と民生委員が同じマップを保有することで連携も取りやすい。

２５日午前の地震発生直後、輪島市役所門前支所が町内全８地区の民生委員らに災害時対応の優先電話で高齢者らの所在確認を依

頼。民生委員らはこのマップを活用して町内の高齢者宅を戸別訪問し、体調や家の損壊程度を確認しながら公民館などの避難所に誘導

した。支所にも次々と情報があがり、発生から約４時間２０分後の午後２時には高齢者全員の状況が把握できた。

実際にマップを手に高齢者の確認をした道下（とうげ）地区の民生委員、徳山忠志さん（６５）は「頭の中でも近隣の高齢者を把握してい

るつもりだが、マップがあると、今回のような緊急時でも照らし合わせながら確実に確認できる安心感があった」と話す。徳山さんは地区

内の約４０戸の高齢者宅すべてを約１時間で確認した。

実際の活用について、佐藤さんは「これまでにも毎年、台風などがくるたびに何度も実験していたため、今回の『本番』でも素早い対応

が可能になったのではないか」と分析する。

県の通達が出た７年当時は他の市町村も高齢者マップを作製したが、最近の個人情報保護の流れでいつの間にか廃止されたという。

旧門前町では過去に高齢者の孤独死が３件相次いだため、独自で続けていたマップ作りが今回の地震で威力を発揮、被害を食い止め

た。

2007年3月29日 産経新聞朝刊



共助は地域組織力！

新潟県中越地震・山古志村村長

「2,168名の村民の内、5名が避難の説得に応ぜず

残留する。その他には、行方不明者はいません！」

そのためには組織を牽引するリーダーが必要！

自
然

災
害



自分の地域に救援は来るのか？

•国や自治体の注目度・優先度が高い

•人口が多い

•被災者が多い（＝声の総量が大きい）

•重要な施設がある（原発など）

•マスコミが取材しやすい

•情報が入りやすい

•交通の便がよい

→人口の少ない中山間地域には「当面の救援は来ない」

→当面（１週間程度）を乗りきるための「自助努力」と「共

助で乗りきる仕組みづくり」が必要



どのようにして備えを続けていくか

北海道札幌市澄川地区の取り組み

・日常の「防犯」と非日常の「防災」

・継続的な活動の仕組み（町内会、警察・

消防・自衛隊OB、地域行事）

・子どもたちを巻き込む（学校）

よさこい会場運営本部交通安全・誘導・受付・会場警備・救護・給水など全てが避難所訓練に繋がる倒壊家屋からのダミー救出実験平成１０年第１回総合防災訓練機材整備の必要性を共有する 女性消防隊 かっこいいでしょう
中学生消防隊 もっとかっこいいぞー

歳末特別警戒 (24日から1週間)青色パトカー2台と徒歩で、中核は警察幹部OB 防犯の旗を掲げた防犯協力の家通学路を重点に地区内180軒犯罪抑止力に効果
中学生も救急救命訓練この真剣さ



「安全・安心の管理力」

災害・犯罪という非日常をいかに乗り越えるか

→「その場しのぎ」では対応できない

→これまでの知恵・教訓を謙虚に学び、自

分たちの弱み、地域で起こりうる問題を

知ることで、対応力・応用力を蓄えておく

「あわてない」

「普段やっていることさえ、なかなかうまくできない。ましてや、

普段やっていない・考えていないことなど、できるわけがない」


